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１ はじめに

（制度導入の趣旨）

指定管理者制度は、公の施設について、民間事業者等の能力や経験を活用すること

により、住民サービスを向上させるとともに、公募による指定管理者の選定など、競

争を導入することで、経費の節減を図り、効果的かつ効率的な管理運営を目指すこと

を目的として、平成15年度の地方自治法改正により導入されたものである。

京都府においては、平成17年1月に「京都府の施設の管理等に関する条例」を制定

し、指定管理者の指定の手続等に関する必要な事項を定めた上で、平成18年度から

31施設に導入された。

（これまでの改善の取組）

、 、平成21年度に指定管理者の最初の選定替えを迎えるにあたり 制度の趣旨を踏まえ

これまで以上に幅広く民間事業者等の能力を活用することとし、以下のような制度の

改善に取り組まれた。

【改善の内容】

①公募施設の拡大（平成18年度：15施設 → 平成21年度：22施設）

②公募条件の見直し（一部施設：複数施設一括応募のみ受付→単独応募受付可）

③採点項目の見直し（類似施設の運営実績、複数施設の一体的管理等の採点項目を

見直し）

（制度導入後の状況、成果）

公の施設に指定管理者制度を導入することにより 「府民サービスの向上」や「管理、

経費の節減」などの成果が期待されるところである。

制度導入前（平成17年度）と直近（平成21年度）の実績を比較したところ、該当

の施設利用者数が25.8％の増となる一方、管理運営費（一般財源ベース）は18.6％

の減となっており、制度導入による効果が一定認められるところである。

（今回の見直しの必要性）

平成24年度に指定管理者の2度目の選定替えを迎えることとなるが、指定管理者制

度の趣旨を踏まえるとともに 「府民満足最大化プラン （平成21年3月策定）に基づ、 」

き、府民視点に立ったより効果的かつ効率的な施設の運営が実現できるよう、制度の

検証・見直しを図ることが必要である。

、 、 「 」、「 」、「 」こうしたことから 本委員会では これまで以上に 競争性 公平性 透明性

を確保する観点から指定管理者制度の見直しについて、平成23年3月から8月にかけ

て検討を行った。

、 、 。今般 指定管理者制度の見直しの方向を取りまとめたので 以下のとおり提言する
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（提言について）

京都府においては、本提言の内容を踏まえ、指定管理者制度の改善の取組を着実に

進められたい。

また、今後とも、社会経済情勢の変化や公の施設のあり方の見直し等、指定管理者

制度を取り巻く環境の変化を踏まえ、必要に応じ制度の検証・見直しに取り組まれる

よう望むものである。
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２ 現状と課題

前回（平成21年度）の指定管理者の選定替えの際に、民間事業者等の一層の参入促

進を図るため、一定の制度の改善が図られたところであるが、指定管理者の募集に対

し、公募22施設のうち19施設で応募者が1者のみとなっている。

（※ 平成18年度に公募した際は、いわゆる１者応募は15施設中1施設のみ ）。

、 、この結果については 現行の指定管理者により効率的・効果的な施設運営が行われ

新規事業者が参入して収益をこれまで以上に得られるような環境にないことの現れで

あるとも考えられるが、そのような状況の中で、多くの事業者が参入しやすくなり、

より高い施設サービスにつながるよう、指定管理者制度の現状が 「競争性 「公平、 」、

性 「透明性」が確保・維持される制度運用となっているか、検証することが重要で」、

ある。

、 、 、そのため 現在の指定管理者制度について これらの観点から検証を行ったところ

以下に掲げる課題が認められた。

（１）指定管理者の募集手続における課題

① 募集実施の広報

【現 状】

指定管理者募集の広報については、府ホームページや府公報への掲載、報道機

関への資料配付により実施されている。

【課 題】

多くの事業者の応募を促すためには、幅広く募集の周知を行うことが必要とさ

れるが、現状では効果的かつ十分な広報が実施できていないと考える。

また、広報の内容についても、単なる効率性だけでなく、安定性、有効性等を

含め総合的に評価された上で、指定管理者が選定されることなど、制度のＰＲが

十分にできていないと考える。

② 募集期間

【現 状】

募集期間については 府が制度の運用を定めた 制度実施の留意事項 以下 ガ、 「 」（ 「

イドライン」という ）では、概ね4週間程度を設定することとされており、平成。

18年度及び平成21年度の実績としては、いずれも25日間となっている。

【課 題】

事業者が募集要項を確認し、応募の検討や事業計画書の作成等、応募に至るま

での期間としては、25日程度では十分ではないと考える。
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③ 複数施設の一括募集

【現 状】

指定管理者の募集に当たって、管理運営の一体性等、複数の施設の管理を同一

の指定管理者に行わせることが適当と判断できる場合は、一括募集が実施されて

いる。

【課 題】

複数施設の一括募集は、業務規模が大きくなり、運営実績がある事業者に限定

されることから、単独施設の応募が可能であっても、運営実績が少ない事業者に

とっては、参入が困難となる場合があると考える。

（２）指定管理者の募集要件における課題

○ 指定期間

【現 状】

指定管理者の指定期間については、ガイドラインでは、概ね3年から5年程度の

期間とされており、これまでの実績としては、基本3年（福祉関係施設のみ5年）

となっている。

【課 題】

指定期間については、①事業者がノウハウを蓄積し、そのノウハウを十分に発

、 、 、揮できること ②中長期的な事業計画の策定により 経営の安定化が図れること

③雇用の安定化が図れるとともに、計画的な人材育成やスキルの向上が可能とな

ること、などの点を考慮して期間を設定すべきであり、より効果的で効率的な施

設運営のためには、基本３年では必ずしも十分でない場合があると考える。

また、期間の設定に当たっては、全ての施設について一律的に期間を適用する

のではなく、施設の状況等に応じた設定が必要と考える。

（３）指定管理者の選定手続における課題

① 選考委員会の構成

【現 状】

、 （ 、 ）指定管理者の選考委員会は ５名の委員 外部有識者3名 府関係部局職員2名

で構成されており、各委員の採点・評価により、指定管理者が選考される仕組み

となっている。

また、外部有識者には、関係団体の役員が就任することが多く、その役員が府

OB職員である場合がある。

【課 題】

選考委員会について、審査の公平性・客観性をより確保できる構成にする必要

があると考える。
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② 選考経過の公表

【現 状】

指定管理者の選考経過については、指定管理者選考後に選考結果（点数、理由

等）のみが公表されている。

【課 題】

審査の公平性・客観性を担保するためにも、選考過程の透明性を高めていく必

要があると考える。

（４）制度の運用状況、施設の運営状況等の公表における課題

○ 公表の状況

【現 状】

制度について、条例、規則は公表されているが、詳細な制度運用の状況や募集

要項等のひな型を定めたガイドラインは公表されていない。

施設の運営状況については、公募する際の募集要項において、施設の利用状況

や収支の状況は示されているが、指定管理者が行う利用者ニーズ把握の結果や業

務に対する自己評価などについては、公表されていない。

【課 題】

施設サービスの向上、多くの事業者の応募を促すためには、制度運用の内容や

実施状況等の透明性を高めていく必要があると考える。
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３ 見直しの方向性

指定管理者制度の現状と課題を踏まえ、府民視点に立ったより効果的かつ効率的な

施設の運営につながるよう、次に掲げる「競争性 「公平性 「透明性」をより確保」、 」、

する観点から、制度の見直しを図ることが必要である。

（１）競争性の確保

指定管理者の募集において、多くの事業者が応募し、各事業者からそれぞれの特

性・強みやノウハウ、経験を生かした提案がされ、効果的で効率的な施設の運営に

より府民満足の一層の向上につながるものとなるよう、制度・運用を改善すべきで

ある。

そのため、制度・運用の内容や手続、指定要件等の周知を図るとともに、募集期

間や手続、指定期間などについて、事業者の参入の障壁となりうる要素を少なくす

るよう見直すべきである。

（２）公平性の確保

指定管理者の選定に当たっては、より効果的で効率的な施設運営が可能となる指

定管理者が選定されるよう、これまで以上に公平・公正で客観的な審査の仕組みが

担保されていることが重要となる。

そのため、選考に当たっては、外部有識者による専門的な視点を重視するととも

に、選考過程の見える化に努めることが重要であり、選考委員会の構成や選考結果

の公表のあり方等について見直すべきである。

（３）透明性の確保

指定管理者制度の運用に当たっては、より多くの事業者が応募し、府民満足の向

上につながる施設サービスの充実が図られるよう 「競争性 「公平性」の確保と、 」、

ともに、制度全体の透明性の向上が重要である。

、 、 、そのため 制度運用の内容をはじめ 指定管理者制度の募集から選定までの手続

各施設の状況等について、事業者のノウハウなど経営上、取引上の秘密に該当する

事項に配慮した上で、可能な限り情報の公表に努めるべきである。
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４ 見直しの具体的な提言

（１）募集の手続の見直し

① 募集実施の広報の充実

○ 多くの事業者からの応募が得られるよう、募集内容について、府ホームペー

ジに加え、広報紙、広報番組など、多様な広報媒体を活用して、より効果的で

充実した広報の実施を図るべきである。

○ また、広報に当たっては、次に掲げる指定管理者制度のメリットを積極的に

発信するなど、工夫に努めるべきである。

① 公平な競争が確保されている制度であること

② 経済性、効率性だけではなく、サービス内容も含めた総合評価により選定

される制度であること

③ 公の施設で、民間事業者の創意工夫、ノウハウを発揮できる制度であるこ

と

② 募集期間の確保

○ 募集期間については、多くの事業者の応募が得られるよう、現状の25日程度

の募集期間では十分ではないと考えられることから、手続に要する期間や他の

都道府県の状況等との均衡を踏まえ、1箇月半（45日）程度とすべきである。

③ 複数施設の一括募集の見直し

○ 複数施設の一括募集の実施については、より競争性を確保するため、合理性

があるものを除き、廃止すべきである。

（２）募集要件の見直し

○ 指定期間の確保

事業者のノウハウの蓄積・発揮、人材の確保、経営の安定化などの観点から、

指定期間については、現状の3年では必ずしも十分でない場合があることから、5

年を基本とすべきである。

ただし、指定期間については、一律に扱うのではなく、大規模改修の予定、施

設見直しの検討などの事情に応じて、個別に設定すべきである。

（３）選定の手続の見直し

① 選考委員会の公平性の向上

○ 選考委員会の構成について、これまで以上に選考の公平性・客観性が担保さ

れる構成とするため、委員の総数や構成を見直すことにより、外部有識者の委

員に占める割合を高めるべきである。
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、 、○ 府OB職員が外部有識者として委員に就任していることについては 外形上

公平性・客観性に疑念が生じるおそれがあることから、見直すべきである。

② 選考経過の公表

○ 選考過程の見える化を図るためにも、指定管理者の選考について、選考結果

（理由、点数）だけではなく、議事要旨についても、事業者のノウハウなど経

営上、取引上の秘密に該当する事項に配慮した上で、ホームページ等で公表す

べきである。

（４）情報公表のあり方の見直し

、 、 、ガイドラインについては 多くの事業者の応募を促す観点から 募集に当たって

あらかじめ広くホームページ等で公表すべきである。

また、指定管理者が実施する利用者アンケートや自己評価の概要についても、施

設運営の透明性の確保や施設サービスの充実の観点から、事業者のノウハウなど経

営上、取引上の秘密に該当する事項に配慮した上で、公表すべきである。
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５ 今後の研究課題

、 「 」、「 」、「 」今回の指定管理者制度の見直し提言は より一層の 競争性 公平性 透明性

の確保の観点から行うものであり、次に掲げる事項については、今回の見直しには含

めなかったが、施設サービス等のより一層の充実に資する観点から、京都府において

今後の課題として引き続き研究を進められることを要望する。

○ 施設運営等の評価の充実

施設運営、施設サービス等の評価について、京都府では、これまでから指定管理

者に対し利用者アンケートの実施や業務に対する自己評価の報告を義務づけ、確認

を行ってきたが、その内容について検証・分析が十分にはされてこなかったところ

である。

近年、施設サービスに対する評価の客観性、公平性を高めるため、一部の県にお

いて第三者によるモニタリングや評価制度が導入されている事例が見られる。

本委員会としては、施設運営等の評価の充実については、単純に第三者評価を導

入するのではなく、まずは指定管理者自身が施設運営・施設サービスに係る取組に

ついて自己分析・自己評価を十分に行い、これらを公表・ＰＲするなど、自らの説

明責任を果たすことが最も重要であり、その上で、自己評価等の内容について第三

者が検証・評価を行う仕組みが必要であると考える。

このような観点から、施設運営等の評価の充実について、今後研究を進めていく

ことが望まれる。

６ 見直しの実施時期

京都府におかれては、今回の提言の内容を踏まえ、実施に向けた検討を行い、次回

の指定管理者に係る選定手続から制度の見直しができるようにされたい。
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参 考

《 提言の概要 》

項 目 見直しの提言 現 状

府ＨＰ・公報への掲載Ⅰ 募集実施の広報 広報を充実

記者発表（資料配付）

概ね４週間（実績：２５日程度）Ⅱ 募集期間 １月半（45日）程度まで拡大

一部の施設で一括募集を実施Ⅲ 一括募集 合理性のあるものを除き、一括募集

は廃止

３～５年５年を基本とする

５年：福祉関係施設Ⅳ 指定期間 （※ 大規模改修、施設見直し等の

３年：その他の施設事情がある場合は個別に設定）

委員構成外部有識者の割合を高める方向で委

・委員数５名員構成を見直し

(外部有識者:3名、府職員:2名)Ⅴ 選考委員会

選考結果（理由、点数）を公表議事要旨を公表

非公表Ⅵ ガイドライン ガイドライン 制度実施の留意事項（ ）

を公表

《 検討の経過 》

開 催 日 議 事 内 容

３月１０日 制度の現状と課題について

５月 ９日 見直しの方向性について（１）

６月１０日 見直しの方向性について（２）

７月１５日 見直しに関する提言（案）について

８月１９日 見直しに関する提言について

《 府民サービス等改革検討委員会名簿 》

氏 名 職 業 等

石原 俊彦 関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科 教授 ※委員長

島 陽子 税理士

深尾 昌峰 特定非営利活動法人きょうとＮＰＯセンター常務理事

モナト久美子 業態開発研究所 所長

（敬称略、五十音順）


